
※事務局派遣中の女性職員１名除く
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（２）採用試験の受験者の総数に占める女性の割合
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埼玉県央広域事務組合特定事業主行動計画の実施状況及び

女性の活躍状況の公表（令和5年６月）

埼玉県央広域事務組合では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法

律第64号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき「埼玉県央広域事務組合特定事業主行

動計画」を策定・実施しています。今般、女性活躍推進法第19条第６項に基づき、行動計画の

実施状況を以下のとおり取りまとめましたので公表いたします。

あわせて、女性活躍推進法第21条に基づき、埼玉県央広域事務組合における女性の活躍状況

を公表いたします。



※事務局派遣中の女性職員１名除く

○　ハラスメント等対策の整備状況
　　ハラスメント相談窓口・受付窓口を設置し、職員の相談等に応じる体制を整備
○　ハラスメント等対策の研修・会議実施状況
　　年一回、全職員を対象にオンライン研修を実施、さらにハラスメント撲滅推進会議を実施
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（６）各役職段階に占める女性職員の割合
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（7）機会の提供に資する制度の概要
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≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫
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